
令和2年度事務事業実績評価表
１ 事業概要 課名 福祉課 事業No. 78

事務事業名 総合支援給付事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続
開始 H25 終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   
   
   

分野別計画
○ 第５期飯田市障がい福祉計画
  
  

法令・例規等
 障害者総合支援法
  
  

事業目的
対象 障がい児・者

意図 基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を営む

２ 事業内容

2年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
・障がい児・者が、地域社会において自立した日常生活や社
会生活を営むために、介護給付、訓練等給付、自立支援医療
（更生、育成、療養介護）、補装具給付を障害者総合支援法
に基づくサービス費として給付しました。 
・人工呼吸器の装着等、医療的ケアの必要な障がい児・者 が
安心して福祉型短期入所サービスを利用するために、その利
用時に看護師の配置が図られるよう支援しました。
・障害福祉サービスの支給決定時期を分散化し、より適正な
サービス支給決定に努めました。

介護給付費 1,148,228
訓練等給付費 792,708
更生・育成・療養介護医療給付費 52,082
補装具費 16,538
  
  
  
  
  
  
その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位 平成29年度
計画 実績

平成30年度
計画 実績

令和元年度
計画 実績

令和2年度
計画 実績

介護給付受給者数 人 621 668 667 694 694 669 583 709
訓練等給付受給者数 人 466 557 479 560 578 553 587 460
更生・育成・療養介護医療受給者数 人 120 108 70 99 70 89 99 58
補装具給付及び修理件数 件 206 196 230 201 230 167 230 135

          
          
          
          

2年度
決算

(千円)

予算額 2,060,266 特定財源内訳及び補足事項
決算額 2,009,556 （国）障害者自立支援給付費負担金（１／２）　974,713千円 

（国）障害者医療費負担金（１／２）　22,895千円 
（県）障害者自立支援給付費負担金（１／４）　484,596千円 
（県）障害者医療費負担金（１／４）　12,039千円
（県）重度訪問介護等市町村支援事業補助金（３／４）4,238千円
（そ）自立支援医療診療報酬返還金

財源の
状況

国庫支出金 997,608
県支出金 500,873
地方債 0
その他 10
一般財源 511,065

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計 款 項 目

大
事
業

中
事
業

予算額 決算額 中事業名(科目名称)

1 1 3 1 3 44 1 1,168,597 1,148,228 総合支援介護給付事業費

2 1 3 1 3 45 1 813,437 792,708 総合支援訓練等給付事業費

3 1 3 1 3 46 1 53,981 52,082 総合支援医療給付事業費

4 1 3 1 3 47 1 24,251 16,538 総合支援補装具給付事業費

5          

6          

7          

振返り課題認識

・障がい者が、それぞれの立場で、それぞれの状況に応じた自立を目指し、自分らしくいきいきと安心した生活ができるよ
う障害福祉サービス費等の給付を行いました。 
・年々増加傾向にある障がい児・者のニーズに対するサービスの給付について、継続的な制度の運営が図られるよう適正な
支給決定を行うことが重要です。

上記の課題解決
のための有効策

　適正なサービス給付を行うためには、相談支援の充実が重要です。障がい児・者のニーズを充分にくみ取りその能力を最
大限に発揮しながら希望した暮らしを実現するため、適切なサービス利用計画等の作成が必要となります。支給決定時期の
分散化により、相談支援専門員の負担軽減を図り、より質の高いサービス利用計画等の作成を推進します。

次年度に向けて
の取り組み

・南信州広域連合地域自立支援協議会と連携し、相談支援及び地域全体としての支援力の充実・向上に取り組みます。 
・障がい児・者が地域において自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、相談支援専門員が立案したサービ
ス利用計画等に基づき、真に必要なサービスを提供していきます。
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